
　
近
年
、
国
保
加
入
者
（
被

保
険
者
）
数
は
、
人
口
の
自

然
減
に
加
え
75
歳
に
な
っ
た

人
が
後
期
高
齢
者
医
療
制
度

へ
移
行
す
る
こ
と
な
ど
が
要

因
で
、
減
少
傾
向
が
続
い
て

い
ま
す
。
一
方
で
、
国
保
加

入
者
の
医
療
費
の
う
ち
、
国

保
が
負
担
す
る
給
付
費
は
、

制
度
改
正
や
診
療
報
酬
改

定
、
高
齢
化
や
生
活
習
慣
病

の
増
加
な
ど
の
要
因
に
加

え
、
医
療
技
術
の
進
歩
に
よ

  「
加
入
者
減
」「
給
付
費
増
」
市
国
保
の
厳
し
い
財
政
状
況
が
続
い
て
い
ま
す

国
保
運
営
安
定
化
に

向
け
た
取
り
組
み

～
皆
さ
ん
も
ご
協
力
く
だ
さ
い
～

平
成
28
年
度
の
国
保
料
納
入

通
知
書
を
発
送
し
ま
し
た

 

納
期
限
ま
で
に

 

納
付
が
困
難
な
場
合
は

 

ご
相
談
く
だ
さ
い

平成28年度の国保料の改正点（国の法改正）

る
医
療
費
単
価
の
上
昇
も
大

き
く
影
響
し
、
全
国
的
に
急

激
に
増
加
し
て
い
ま
す
。
こ

の
よ
う
に
加
入
者
数
の
減
少

に
伴
っ
て
国
保
料
収
入
額
は

減
少
傾
向
が
続
く
中
で
、
給

付
費
は
増
加
傾
向
に
あ
る
た

め
、
以
前
と
比
べ
る
と
、
少

な
い
加
入
者
で
多
く
の
給
付

費
を
負
担
す
る
状
況
に
な
っ

て
い
ま
す
。

　
市
で
は
、
国
保
運
営
安
定

化
の
取
り
組
み
を
今
後
一
層

進
め
て
い
き
ま
す
が
、
そ
れ

で
も
現
在
の
国
保
料
収
入
額

で
は
、
増
え
続
け
る
給
付
費

に
対
応
で
き
な
く
な
る
こ
と

が
予
想
さ
れ
ま
す
。
市
で
は

こ
の
状
況
を
重
く
受
け
止

め
、
国
保
財
政
の
安
定
化
を

図
る
た
め
、
平
成
29
年
度
に

向
け
、
国
保
料
率
の
引
上
げ

を
今
後
検
討
し
て
い
き
ま

す
。（
平
成
28
年
度
は
据
え

置
き
）

●
国
保
喪
失
手
続
き
の
勧
奨
通
知

　（
資
格
・
賦
課
の
適
正
化
）

　
職
場
の
健
康
保
険
な
ど
に
加

入
し
て
い
る
可
能
性
が
あ
る
人

に
対
し
て
、
定
期
的
に
喪
失
届

出
の
勧
奨
通
知
を
送
り
ま
す
。

●
給
付
費
の
適
正
化

◦
特
定
健
康
診
査
の
受
診
率
の

向
上
を
目
指
し
ま
す

◦
診
療
報
酬
明
細
書
の
縦
覧
点

検
（
重
複
・
頻
回
受
診
の
適

正
化
な
ど
）
を
行
い
ま
す

◦
医
療
費
通
知
を
送
付
（
２
カ

月
に
１
度
）
し
ま
す

◦
健
康
講
座
を
開
催
（
今
秋
、

開
催
予
定
）
し
ま
す

◦
ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
医
薬
品
（
後

発
医
薬
品
）
の
普
及
啓
発
を

行
い
ま
す

◦
糖
尿
病
重
症
化
予
防
な
ど
に

取
り
組
み
ま
す

●
国
保
料
収
納
率
の
向
上

　
口
座
振
替
の
推
進
や
納
付
機

会
の
拡
大
（
コ
ン
ビ
ニ
納
付
、

徴
収
嘱
託
員
に
よ
る
各
戸
訪

問
）
に
努
め
ま
す
。

●
国
保
料
の
見
直
し
　
　

　
加
入
者
数
・
給
付
費
の
推
移

や
傾
向
、
診
療
報
酬
の
改
定
な

ど
の
情
報
を
把
握
・
推
計
す
る

こ
と
で
、
毎
年
国
保
料
率
な
ど

を
見
直
し
て
い
き
ま
す
。

　
納
入
通
知
書
を
世
帯
主

（
国
保
加
入
者
で
な
い
場
合

も
含
む
）
に
６
月
13
日
発
送

し
て
い
ま
す
。
納
入
通
知
書

に
は
、
平
成
28
年
度
に
納
め

る
国
保
料
の
内
訳
や
納
期
な

ど
大
切
な
情
報
を
記
載
し
て

い
る
の
で
、
必
ず
ご
確
認
く

だ
さ
い
。

　
国
保
料
率
（
所
得
割
額
の

料
率
、均
等
割
額
、平
等
割
額
）

は
据
え
置
き
（
平
成
27
年
度

と
同
じ
）
で
す
が
、
平
成
28

年
度
か
ら
右
表
の
よ
う
に
国

保
料
が
改
正
さ
れ
ま
す
。

 

国
保
料
の
決
ま
り
方

　
市
の
国
保
料
は
、
５
面
上

図
に
示
す
計
算
に
よ
り
世
帯

単
位
で
決
ま
り
ま
す
。
年
度

途
中
に
加
入
・
脱
退
し
た
場

合
は
月
単
位
で
の
計
算
に
な

り
ま
す
。

　
所
得
割
額
の
計
算
対
象
と

な
る
次
の
所
得
（
遺
族
年
金

や
障
害
年
金
、
雇
用
保
険
の

失
業
給
付
な
ど
の
非
課
税
所

得
、
退
職
所
得
は
除
く
）
な

ど
が
変
わ
れ
ば
国
保
料
も
変

わ
り
ま
す
。

◦
給
与
所
得
（
事
業
専
従
者

給
与
な
ど
を
含
む
）

国保料の内訳 40 歳未満の人 ･････････････国保料＝医療分＋支援分（介護分の負担はありません）
40 歳～ 64 歳の人 ･････････国保料＝医療分＋支援分＋介護分
65 歳～ 74 歳の人 ･････････国保料＝医療分＋支援分（65 歳以上の介護保険料は国保料とは別に納めます）国保料の内訳は年齢によって異なります

54万円 19万円 16万円

◦
雑
所
得（
公
的
年
金
所
得
、

個
人
年
金
の
受
け
取
り
な

ど
）

◦
事
業
所
得
（
営
業
・
農
業

な
ど
）

◦
不
動
産
所
得

◦
利
子
所
得

◦
山
林
所
得

◦
配
当
所
得

◦
総
合
課
税
の
短
期
譲
渡
所

得
、
長
期
譲
渡
所
得

◦
一
時
所
得
（
保
険
の
満
期

返
戻
金
な
ど
）

◦
分
離
課
税
の
短
期
譲
渡
所

得
、
長
期
譲
渡
所
得

◦
分
離
課
税
の
株
式
な
ど
に

係
る
譲
渡
所
得

◦
分
離
課
税
の
先
物
取
引
に

係
る
雑
所
得

 

今
後
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

分
の
支
払
い
を
抑
え
る
こ
と

が
で
き
る
「
限
度
額
適
用
・

標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
」

の
申
請
受
け
付
け
は
7
月
初

旬
頃
か
ら
を
予
定
し
て
い
ま

す
。
す
で
に
持
っ
て
い
る
人

も
更
新
手
続
き
が
必
要
で
す

の
で
、
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

●
新
し
い
国
保
証
は
７
月
末

ま
で
に
郵
送
（
予
定
）

　
現
在
の
国
保
証
は
有
効
期

限
が
７
月
31
日
で
す
。
新
し

い
国
保
証
は
７
月
末
ま
で
に

各
世
帯
に
郵
送
す
る
予
定
で

す
。

※
詳
細
は
、
今
後
国
保
・
年

金
課
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
や
広
報

ま
つ
や
ま
で
も
お
知
ら
せ
す

る
予
定
で
す

＊「平成27年中の基礎控除後の総所得金額等」とは、平成27年1月1日から12月31日までの1年間の総所得金額等から基礎控除33万円を差し引いた金額

　
や
む
を
得
な
い
事
情
な
ど

に
よ
り
各
期
の
納
期
限
ま
で

に
納
め
ら
れ
な
い
場
合
は
、

納
付
相
談
を
行
っ
て
い
ま
す

の
で
、
必
ず
相
談
し
て
く
だ

さ
い
。

 

国
保
の
所
得
申
告
書
を

 

提
出
し
ま
し
ょ
う

 

国
保
料
の
納
付
方
法

 

と
納
期

　
国
保
料
は
加
入
者
全
員

の
前
年
の
所
得
か
ら
計
算

し
ま
す
。
そ
の
た
め
平
成

28
年
度
国
保
料
を
計
算
す

る
際
に
、
平
成
27
年
中
の

所
得
が
分
か
ら
な
い
人
が

い
る
世
帯
の
世
帯
主
に
6

月
13
日
、
「
国
民
健
康
保

険
料
所
得
申
告
書
」
を

発
送
し
て
い
ま
す
。
届
い

た
人
は
収
入
の
有
無
に
関

わ
ら
ず
提
出
し
て
く
だ
さ

い
。
申
告
が
な
い
場
合
、

正
し
い
国
保
料
の
計
算
が

で
き
な
い
だ
け
で
な
く
、

限
度
額
適
用
認
定
証
な
ど

の
交
付
が
で
き
な
い
場
合

も
あ
り
ま
す
。（
国
保
料

が
変
わ
ら
な
い
場
合
も
あ

り
ま
す
。）

【
提
出
先
】
国
保
・
年
金

課
賦
課
担
当
（
2
番
窓

口
）、
支
所
、
出
張
所

※
郵
送
で
も
受
け
付
け
可

　
国
保
料
を
納
め
る
義
務

は
、
国
保
加
入
者
が
い
る

世
帯
の
世
帯
主
に
あ
る
と

法
律
で
定
め
ら
れ
て
い
ま

す
。

●
納
付
書
に
よ
る
納
付

　（
普
通
徴
収
）

　
金
融
機
関
（
四
国
内
の

ゆ
う
ち
ょ
銀
行
お
よ
び
郵

便
局
を
含
む
）
の
ほ
か
に
、

コ
ン
ビ
ニ
エ
ン
ス
ス
ト
ア

で
納
付
で
き
ま
す
。

●
口
座
振
替
に
よ
る
納
付

　（
普
通
徴
収
。要
手
続
き
）

　
一
度
手
続
き
す
れ
ば
、

翌
年
度
以
降
も
自
動
的
に

振
替
が
継
続
さ
れ
る
の
で

大
変
便
利
で
す
。
納
入
通

知
書
に
同
封
の
申
込
は
が

き
に
必
要
事
項
を
記
入
・

押
印
し
、
直
接
ま
た
は
郵

送
で
国
保
・
年
金
課
へ
提

出
し
て
く
だ
さ
い
。

　
普
通
徴
収 

（
納
付
書
に

よ
る
納
付
、
ま
た
は
口
座

振
替
）の
納
期
は
年
10
回
、

納
期
限
は
原
則
６
月
か
ら

翌
年
３
月
ま
で
の
各
月
末

（
12
月
期
の
み
25
日
）
で

す
。

●
年
金
か
ら
の
天
引
き

　（
特
別
徴
収
）

　
国
保
加
入
者
全
員
が
65

歳
以
上
75
歳
未
満
の
世
帯

の
国
保
料
は
、
原
則
と
し

て
世
帯
主
の
年
金
か
ら
天

引
き
（
特
別
徴
収
）
し
ま

す
。

　
特
別
徴
収
の
納
期
は
、

年
金
支
給
日
と
同
じ
偶
数

月
の
年
６
回
で
す
。

　
特
別
徴
収
に
該
当
に
な

る
と
納
付
書
払
い
に
変
更

す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん

が
、
口
座
振
替
に
変
更
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
口

座
振
替
を
希
望
さ
れ
る
人

は
、手
続
き
が
必
要
で
す
。

　【
年
金
天
引
き
で
き
な

い
人
（
い
ず
れ
か
に
該
当

す
る
場
合
）】

◦
世
帯
主
が
国
保
加
入
者

で
は
な
い

◦
介
護
保
険
料
が
天
引
き

さ
れ
な
い

◦
天
引
き
対
象
の
年
金
が

年
額
18
万
円
未
満

◦
介
護
保
険
料
と
国
保
料

の
１
回
あ
た
り
に
天
引

き
す
る
合
計
額
が
、
２

カ
月
に
1
回
支
給
さ
れ

る
年
金
額
の
２
分
の
１

を
超
え
る

国
民
健
康
保
険

国保料の計算方法 特   集　
国
民
健
康
保
険
（
以
下
、
国
保
）
制
度
は
、
国
保
に
加
入
す
る
皆
さ
ん
が
、
万
一
の
病
気
や
け
が
な
ど
の
場
合
に
安
心
し

て
病
院
な
ど
を
受
診
で
き
る
よ
う
、
収
入
な
ど
に
応
じ
て
納
め
る
国
保
料
と
国
・
県
・
市
か
ら
の
補
助
金
な
ど
を
財
源
と
し

て
運
営
し
て
い
ま
す
。

国 保 料 の Q ＆ A

◦国保に新しく加入された人がいる
◦国保加入者の前年の所得が増えている
◦国保加入者で、40歳になった人がいる
◦国保料計算のための所得申告書をまだ提出していない
◦最高限度額の引き上げの影響がある
◦後期高齢者医療制度への移行に伴う軽減の期間が終了している

Q 昨年度より国保料が高いのですが、理由がわかりません。
　 A 次のいずれかに該当すると昨年度に比べて国保料が高くなる可能性があります。

Q 現在は、会社に就職して社会保険に加入しています。
　 それなのに国保料の納入通知書が届きました。なぜですか？
　 A 国保の資格喪失の届出を行ってください。（郵送でも受け付け可）勤務先の健康保険な

どに加入したことにより、自動的に国保の資格を喪失することはありません。ただし、
資格喪失手続きが完了していても、同じ世帯で他に国保に加入している人がいると、
世帯主が国保に加入していない場合でも、納入通知書は世帯主に届きます。

【お問い合わせ】　〒790-8571　二番町四丁目7-2　国保・年金課（市役所別館３階）の下記担当へ
（ファクス、メールは共通�934-2631、�kokuhonenkin@city.matsuyama.ehime.jp）
　○国保料・所得申告書・特別徴収のこと＝賦課担当（2番窓口） ････････････････････････････････ �948-6365
　○加入・脱退・証再交付のこと＝資格担当（3番窓口） ････････････････････････････････････････ �948-6363
　○高額療養費・限度額適用認定証など給付のこと＝給付担当（5番窓口） ････････････････････････ �948-6361
　○国保料のお支払、納付相談＝収納担当（1番窓口） ･････････････････････････････････････････ �948-6864
　○口座振替・納付証明・保健事業＝総務・医療制度担当（6番窓口） ･･･････････････････････････ �948-6376

国保料の軽減や減免などその他
詳しくは納入通知書同封のリー
フレット『国保だより平成28年
度 国民健康保険料のご案内』ま
たは市ホームページでご確認を

松山市　国保 検索

※「加入者の人数」には、同じ世帯の中で国保から後期高齢者医療制度に移行した人も含めます

軽減
割合

平成27年度
軽減判定所得

平成28年度
軽減判定所得

６
割
軽
減

33万円
＋（26万円×加入者の人数※）以下

33万円
＋（26万5千円×加入者の人数※）以下

２
割
軽
減

33万円
＋（47万円×加入者の人数※）以下

33万円
＋（48万円×加入者の人数※）以下

最高限度額 平成27年度 平成28年度

医　療　分 52万円 54万円
支　援　分 17万円 19万円
介　護　分 16万円 16万円

合　　計 85万円 89万円

今
こ
そ

知
っ
て
ほ
し
い

国保料率（所得割額の料率・均等割額・平等割額）は据え置きです

医療分と支援分の最高限度額が引き上げ

均等割額と平等割額の法定軽減を判定するための所得範囲が拡大

●
「
限
度
額
適
用
・
標
準
負

担
額
減
額
認
定
証
」
の
申

請
受
け
付
け
は
７
月
初
旬

頃
か
ら（
予
定
）

　
国
保
加
入
者
の
保
険
診
療
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